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マレーシア都市への移転に関する実践と考察
Transfer of Building GHG Reporting Scheme in Tokyo into Malaysian Cities
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１．はじめに
筆者らはこれまで、マレーシア国イスカンダル開発区およびプトラジャヤ市において、低炭素社会構築に向けた計画策定を進めてきた1）2）。策定した計画を実施に移すために、主として建築物を対象としたGHG排出量算定・報告制度の検討作業を進めてきた。具体的には、東京都が成功裏に導入・運用してきた「地球温暖化対策報告書制度（中小規模事業者向け）」を参考にして、マレーシア国でも同様の制度の導入に向けて、制度素案の検討や行政官の能力開発を進めてきた。しかし、両都市ともに制度の具体的な実施方法について定まっていない点も多く、実際に制度をスタートするためには、実証プロジェクトの実施や行政官の能力基盤の形成が必要不可欠であった。そこで、制度の具体化と運用に資する一連のノウハウを提供するための研修を行った。具体的には、制度のパイロットケースとして省エネルギー診断を実施したり、パイロットケースの成果を実際の制度運用に活用していくための戦略を練ったりするための研修会を行った。ここではその成果について報告し考察を加える。
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時間 内容

Day 1 10:00-

はじめに

・【講】オリエンテーション

・【講】報告書制度の世界の潮流・制度実装に向けて

・【発】最新の制度検討状況、および、事前課題の発表

ワーク0：パイロット事業の位置付けの確認

・【ワ】制度への発展性・パイロット事業の位置付け再確認

・【発】発表・討議

14:30-

ワーク①：省エネ診断の実施内容の具体化

・【講】省エネ診断の内容とプロセス（都事例）

・【講】マレーシアでの省エネ診断へのアクセス

・【ワ】省エネ診断の詳細の検討

・【ワ】実施計画の検討

・【発】発表・討議

Day 2 10:00-

ワーク②：ステークホルダーエンゲージメント

・【講】ステークホルダーエンゲージの考え方

・【ワ】関係者の説得

・【発】発表・討議

ワーク③：レポーティング制度の実装に向けた戦略検討

・【講】マレーシア国内で活用できる制度等

・【講】制度実装に向けた検討項目

14:30-

・【ワ】戦略の検討

・【発】発表・討議

総合討議


２．東京都建築物報告書制度移転のための研修
2.1 現地研修会の実施概要

イスカンダル開発区、プトラジャヤ市ともに、各行政庁内に低炭素社会や持続可能な開発に関する部局を設置しており、低炭素社会計画や算定・報告制度の検討は当該部局が担当してきた。そこで、これらの部局の担当官を対象に研修等を実施することとした。また、イスカンダル開発区においては、同開発庁傘下の五つの基礎自治体ならびに同開発区を所管する広域自治体であるジョホール州が、制度実施や予算措置における関係主体となる可能性があることから、これらの行政庁の関係者も対象とし、合計18名参加した。
研修は、2016年10月16日～17日の二日間、ジョホールバルで開催した。座学に加えて、参加者個々人あるいは参加者同士が演習を行ったり、質疑応答に対応したりする時間を多く設けることで、理解深耕と導入戦略の具体化を促した（表1）。また、研修は対象とする二都市の担当者を一度に集めて開催した。これは、参加者の多様性を増すことで参加者が幅広い観点から知見を習得できるようにすることを企図したものである。また、事前課題を充実させ研修前に現地における課題を明確化させておき、研修成果の最大化を図った。研修講師は、現地で必要とされるノウハウを確実に提供するため、国内で類似の制度検討、導入、実施、改善プロセスを担ってきた有識者として東京都環境局職員1名を、国内外の算定・報告制度やPDCAサイクルの専門家としてみずほ情報総研職員1名を派遣した。
表１ 建築物報告書制度研修プログラム
（2016年10月16日、17日にジョホールバルで実施）

【講】講演、【発】発表、【ワ】ワークショップ[image: image3.emf]第一段階  【ステークホルダー】   1.   基礎自治体の市長ら   2.   地方自治局   3.   州政府財務担当部局   4.   関連機関のトップ   5.   全職員   【必要な協力】   1.   積極的な参画   2.   意思決定   3.   資金面の支援   4.   意識向上  【予想される障壁】   1.   意識の欠如   2.   資金の欠如   3.   緊急性に対する認識の欠如   4.   技術的知見の欠如   【障壁の解消方法】   1.   ハイレベル行政官の東京都訪問 と成功事例の学習   2.   意識向上のための施策   3.   小規模の実証プロジェクトの開 始  

第二段階  【ステークホルダー】   1.   基礎自治体の財務担当部局   2.   ファシリティマネジャー   3.   ビルオーナー   4.   公共事業局（ JKR ）   5.   持続可 能 エネルギー開発 庁 （ SEDA ）   【必要な協力】   1.   予算措置   2.   技術評価・支援   3.   条件付き補助金の提供  【予想される障壁】   1.   適切でない 資金調達   2.   緊急性に対する認識の欠如   3.   技術的知見の欠如   【障壁の解消方法】   1.   資金調達の障壁等を解消するた めにエネルギー性能契約を活用 することの検討   2.   認証を受けたエネルギー サービ ス 会社による予備的なエネルギ ー監査  

第三段階  【ステークホルダー】   1.   ファシリティマネジャー   2.   全職員   3.   エネルギーサービス会社   【必要な協力】   1.   省エネ実施に対する協力   2.   良好なメンテナンス   3.   データの分析  【予想される 障壁】   1.   協力の欠如   2.   分析に関する専門性の欠如   【障壁の解消方法】   1.   省エネ措置の実施に関する委員 会の設置   2.   分析・報告における専門家の確 保   3.   能力向上ワークショップの開催  

第四・五 段階  【ステークホルダー】   1.   すべてのビルオーナー   2.   エネルギーサービス会社   3.   持続可能エネルギー開発庁 （ SEDA ）   4.   各基礎自治体   【必要な協力】   1.   ビルオーナーの参画   2.   報告システムの構築  【予想される障壁】   1.   意識と参画の欠如   2.   技術的知見の欠如   【障壁の解消方法】   1.   要るオーナーの参画を促すため の報酬・インセンティブの付与   2.   市民の意識向上のため のワーク ショップの開催  

 


2.2 現地研修会の議論と成果
研修を通じて、制度導入にあたっての障壁の整理、制度や実証事業の実施に向けたスケジュールの検討、実証事業としてのエネルギー監査の実施に向けた活動の洗い出しと当該成果を踏まえた制度導入への発展戦略の立案、等がなされた。以下に研修の成果を示す。
A)
イスカンダル開発区

研修を通じてエネルギー監査の実施に向けた作業を精査。五つのステップで実証事業を実施することとした。各段階におけるステークホルダー、障壁等の要素を示す。
第一段階：計画立案の段階。対象ビルを選定する。それぞれの基礎自治体において意思決定層も含めた委員会を設置する。全職員の意識向上、等を実施する。
第二段階：準備の段階。資金面の措置（エネルギー監査に対する予算措置等）、ファシリティマネジャーに対する能力開発、削減目標の設定、等を実施する。
第三段階：実施の段階。実証事業のモニタリングおよび報告を実施する。
第四段階：拡大の段階。報告様式を策定してステークホルダーに配布する。
第五段階：見直しの段階。実証事業のレビュー・収集データの共有を行う。エネルギー関連の契約システムなどのビジネスモデルの開発、制度運用に向けた人材確保、等を実施する。
表２ ワークショップを通じて出された各ステージにおける想定されるステークホルダー、必要な協力、障壁、その解消方法案の整理
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訪問先 活動（※狙い）

スマートシティの視察

※日本の先進技術・システムの見学

10:00-10:30

環境省

表敬訪問

11:00-11:30

国土交通省

※アジア低炭素研究

PJ

、

CASBEE

、今後の連携等

12:00-14:00

ランチ

表敬訪問

※都市ネットワーク、今後の連携等

グリーン建築の視察

※日本の先進技術・システムの見学

12:00-13:30

ランチ

表敬訪問＋意見交換会

※報告書制度、都市間連携、今後の連携等

IBEC

職員、伊香賀慶大教授インタビュー

※

BEMRS

と

CASBEE

とのシナジー、等

1

月

20

日

10:00-12:00

東京スクエアガーデン

13:30-16:00

東京都庁

1

月

21

日

PM IBEC

日程

1

月

18

日

終日 藤沢スマートシティ

1

月

19

日

14:00-14:30 IGES


そして、中長期的に、建築物エネルギー計測・報告制度を導入するためのスケジュールを策定した。
2017年には政府系ビル（五つの基礎自治体それぞれのビル）においてエネルギー監査を実施する。またイスカンダル開発庁は報告フォーマットを策定する。
2022年までにすべての政府系ビルを対象に制度を実施する。
2025年までにすべての主要な商業ビルを対象に制度を実施する。
2029年までにすべてのビルを対象に制度を実施する。
B）プトラジャヤ市

まず、制度導入に向けた現状の課題・障壁等を再整理した。
・CO2排出量・エネルギー消費量に関する法的で統一的な報告義務がないこと。
・報告の対象者をどのように決定するか不明確であること。
データの検証・提出を遵守させるメカニズムの検討を要すること。
・報告者がどのように基準年を設定するか不明確であること。
・公共事業局（JKR）・政府各部局によるビル管理の方法に標準化を要すること
・ビル関係者の間でCO2というものが重要なものさしとなっていないこと
等

次に、建築物における計測・報告制度の導入・実施に向けて関係すると思われるステークホルダーの整理を行い、四つのメイングループに再整理した。
・連邦政府：エネルギー・環境技術・水省（KeTTHA）、天然資源環境省（NRE）、連邦領省（KWP）
・建築物の所有者・管理者・使用者：公共事業局（JKR）、それぞれの政府部局
・技術専門家：建築産業発展委員会（CIDB）、グリーンテック（MGTC）、エネルギー委員会／持続可能エネルギー開発庁
・エネルギー供給事業者・民間セクター：電力供給会社（TNB）、ガス地冷会社（GDC）、ガス・マレーシア、マレーシア中央銀行（BMAM）、産業界、その他。
そして、建築物における計測・報告制度の実施に向けた戦略を三つの段階に分けて整理した。
デモフェーズ：報告に向けたルールや指針の導入、報告対象ビル・排出量の算定範囲の決定、義務的削減目標の導入とベンチマーキングシステムの導入。
推進フェーズ：大規模公共ビルに対する適用拡大、CO2排出削減に向けた技術的支援の実施、エネルギー性能格付け・情報公開システムの実施。
拡大フェーズ：大規模商業ビルへの適用拡大、ビル改修やエネルギー監査などのインセンティブ施策の実施、適用拡大に向けたモニタリングとレビューの実施。
2.3 日本国内研修会の実施
2016年10月に実施した現地研修会の後、イスカンダル開発区の一部の市町ではエネルギー監査の実証事業に着手した。これは、建築物エネルギー計測・報告制度（Building Energy Monitoring and Reporting System、BEMRS）の導入部分として位置付けられており、今後、対象を順次拡大していくことが期待される。対象を拡大するにあたっては、行政官の能力向上はもちろん、恒久制度としての立法化、予算措置などが得られることが望ましい。そのためには、イスカンダル開発区のハイレベル行政官から制度の本格導入に向けた強いコミットメントを引き出すことが最適である。そこで、イスカンダル開発区を所管するイスカンダル開発庁、立法措置・予算措置を所管するジョホール州政府、実証事業や制度の執行機関である基礎自治体からハイレベル行政官（州政府大臣、市長、等）を招聘して、東京都の先進制度について知見提供を行うとともに、BEMRS実施に向けたより詳細な意見交換を行うための研修会を開催した。日本において、都下のグリーン建築の事例、藤沢スマートシティの視察を通じて、目指すべき低炭素社会のイメージを具体化するとともに、日本の関係機関における意見交換を通じて、BEMRSの有効性や実現可能性についての自信を深めてもらうことを目指した。
そこで、現地において制度実施に向けて影響力を期待できるメンバーとして、ジョホール州政府保健・環境委員長、自治体首長をはじめとしたハイレベル行政官はじめ、合計18名からなる代表団を受け入れた。
表３ 日本国内研修プログラムの概要
（2017年1月18日から21日に東京等で実施）


2.3 ハイレベル研修の成果
本研修イベントでは2件の施設見学を実施した。1件目は、先進的な低炭素街づくりの事例として藤沢スマートシティであり、「スマートシティ」のコンセプトを理解するとともに、その実現に向けた各種の工夫について知見を深めることを狙いにした。2件目は、グリーンビルの事例として東京スクエアガーデンを訪問した。質疑応答では、ビル建設にあたって必要となった追加費用の規模、地権者やデベロッパーとの協力関係の構築方法、賃料プレミアムの有無、容積率ボーナスの設定方法など、グリーン建築の建設、普及に関する詳細な質問が行われ、ビルのグリーン化推進に対する関心の高さがうかがえた。

また、イスカンダル開発区におけるBEMRSの検討や運用に向けた今後の活動において重要な役割を果たすと考えられる4つの機関（環境省、国土交通省、地球環境戦略研究機関、東京都）に対して表敬訪問を行うとともに、各機関で制度実装に向けた意見交換等を行った。環境省では梶原地球環境審議官を表敬訪問して、イスカンダル側から、これまでの支援に対する謝意、BEMRSの検討状況、実装に向けたスケジュール等について説明がなされた。梶原地球環境審議官からは、制度の本格導入に向けた期待と、今後の協力継続の意向が示された。また、2018年2月にマレーシアで開催されるWorld Urbanフォーラムへ梶原地球環境審議官を招請したい旨の発言がイスカンダル側からあった。国土交通省では、伊藤審議官を表敬訪問して、イスカンダル開発区が進めている建築物向け施策の一つであるイスカンダル版建築環境総合性能評価システム（CASBEE-Iskandar Malaysia）の検討状況、2017年中に計画されているCASBEE-Iskandarセンターの開所式の説明を行い、今後も引き続きの協力関係の要請が行われた。地球環境戦略研究機関では浜中理事長を表敬訪問して、BEMRSならびにCASBEE-Iskandar双方の説明がイスカンダル側からなされた。特に、BEMRSについては、イスカンダル開発庁傘下の五つの基礎自治体それぞれから、制度実装に向けた実証事業としてのエネルギー監査プロジェクトの検討状況、実施状況についての説明がなされた。東京都では、遠藤環境局長を表敬訪問して、主としてBEMRSに関して、これまでの支援に対する謝意と、実装に向けたスケジュール等について説明がなされた。遠藤環境局長からは、イスカンダル開発区への支援を継続することが明言された。東京都では表敬訪問の後、都が運用している各種制度の実施担当部局とイスカンダル代表団の間でディスカッションの機会が設けられた。ディスカッションでは、はじめに東京都が運用する地球温暖化対策報告書制度の概要、背景、運用ノウハウ等に関する情報提供がなされた。その後、都制度に対する質疑応答、イスカンダルで検討しているBEMRSの運用に向けた課題や懸念点に関するディスカッションがなされた。

表敬訪問やその後のディスカッションでは、いずれの機関においても、イスカンダル代表団から一貫して制度推進に向けた前向きな姿勢が示され、制度実施に向けた意気込みが語られていた。一連の視察および関係者とのディスカッションは、イスカンダル開発区の政策責任者（州政府大臣、市長、等）が、自らの制度についての自信を深め、実施に向けてより前向きな態度形成に大いに貢献できたと考えられる。また、訪問先機関からも支援・協力の継続に対して前向きな発言が相次ぎ、現地の取り組みを支援する枠組みの形成にも資するところ大であったと考えられる。なお、今回のイスカンダル代表団の環境省への表敬訪問はイスカンダル開発庁からニュースリリースされ、イスカンダル開発区では現地ニュース等で取り上げられるなど一定の反響があった（図1）。

さらに、CASBEE-Iskandarについて、今後の作業の詳細を検討するとともに、BEMRSとの協調的な運用を可能とするための助言を得るため、建築環境・省エネルギー機構（IBEC）職員ならびに伊香賀慶應大学教授に対するヒアリングと、今後の継続的な支援に対する要請がなされた。IBECとの会合は代表団の一部のメンバーのみが参加して実施された。
図１ 環境省 梶原地球環境審議官（当時）訪問の
様子を伝えるマレーシアの地元紙

４．成果と今後
マレーシアでの活動は、低炭素計画の策定に留まらず、計画実現に向けた具体の制度という形で結実しつつある。現在は計測・報告を求める制度であるが、ベンチマーキング等を通じてエネルギー消費量や温室効果ガス排出量の削減を求める制度へと発展していく可能性が考えられる。また、対象範囲を建築物以外に拡張することも考えられる。こうした規制が途上国で導入されれば、低炭素技術に対するニーズは大いに高まると考えられ、日本の先進技術に対するニーズに繋がっていくことが予想される。マレーシアで培った一連のノウハウを活用して、同様の活動をJCM締約国に横展開することで、JCM推進に向けた環境整備に貢献していくことが望ましいと考えられる。
なお本研究は環境省の支援を受けて行った．
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＊＊みずほ情報総研 チーフコンサルタント
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AIM (Asia-Pacific Integrated Model) team has conducted know-how transfer of Tokyo Metropolitan Government (TMG)’s building climate action to cities in Malaysia. When we developed low carbon society plan in Iskandar Development Region and Putrajaya and once these plans have been endorsed by city officials, their next challenge is how to make it happen. Tokyo Metropolitan Government has conducted her building GHG reporting scheme since 2002. TMG is the first city that introduced Cap and Trade system at city scale in the world and this system is the basic foundation of hear Cap and Trade scheme. Both Iskandar Malaysia and Putrajaya consider starting her building system through our training programs in Tokyo and Malaysia. 
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